
 

 

  

テキスト①-相続と地方税の賦課徴収- 

はじめに …地方税の賦課徴収実務と相続の関わり 

第１章 民法第五編「相続」の基本的な仕組み 

第２章 相続による納税義務の承継の要点 

第３章 相続による納税義務の承継があった場合の書類の送達の特例 

第４章 相続の放棄と納税義務の承継等 

第５章 相続人の不存在と地方税の徴収 

テキスト②-相続と地方税の賦課徴収- 

１ 「相続人代表者指定届書」の使用をめぐって 

２ 賦課期日と相続放棄等の遡及効との関係 

３ 熟慮期間中における相続債務である租税の納付と 

その後の放棄の可否及び放棄した場合の還付（返還）の要否 

テキスト③-書類の送達・公示送達- 

第１ 郵便による送達及び交付送達の概要 

第２ 郵便による送達における送達の推定と発付記録の作成 

第３ 交付送達（補充送達）と本人のプライバシー保護  

第４ 公示送達の概要 

第５ 公示送達における実地調査について 

第６ 公示送達における書面の掲示場への掲示について 
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北海道及びその周辺地域の地方団体の税務職員の皆様へ！ 

 

今年度の北海道セミナー（苫小牧市において開催）では、新しく「課題解決コース」を設けました。課税と徴

収の双方の職員を対象とし、「相続と地方税の賦課徴収」及び「書類の送達・公示送達」の二つをテーマとしま

す。 

前者に丸一日、後者に半日を充てて、それぞれ講義方式を基本として研修を行います。地方税法総則に関

する事項のうち、ワンテーマで一日又は半日という研修は少ないと思います。このため、網羅的な内容の話ではな

く、民法の相続制度の解説や、書類の送達制度の沿革や現行制度の問題点等にまで立ち入って一歩踏み込

んだ講義をすることを考えています。 

また、講師が一方的に解説をするだけではなく、実務上の課題について受講生とともに問題点を掘り下げて検

討し、共に考える研修にしたいと思います。なお、二日目の午後は、受講生間の研修テーマに関する自主的なグ

ループ討議や情報交換の場にしたいと考えています（したがって、講師との質疑応答でも差し支えありません。こ

の場合は希望するグループごとの対応となります。）。 

税目としては、市町村税である固定資産税を取り上げることが多いと思いますが、すでに述べたように、相続に

よる納税義務の承継や書類の送達制度の根本に関することをテーマとして扱います。是非、市町村職員のみな

らず、北海道庁及び各振興局並びに滞納整理機構からもできるだけ多くの職員が参加されることを期

待します！もちろん、東北その他の他府県からの参加も大歓迎です！本研修の受講が、必ずや、今後の

業務遂行のお役に立てるものであることを確信します。では、当日、苫小牧市役所にて大勢の税務職員

の方々とお会いできることを楽しみにしています。 

 

…研修内容について、さらに詳しく！… 

 

１０月８日（木） 講義 相続と地方税の賦課徴収 

先ず、基本的な知識を身に付けてもらうため、相続による納税義務の承継を中心に、賦課徴収の一連の手

続の流れと相続の開始との関係について、各局面ごとに（賦課期日前の死亡、賦課期日と納税通知書交付の

間の死亡等）分かり易く解説します。民法の相続編については、必要の都度立ち寄って解説をします（ただし、

法定相続等の基礎的な事項の解説は割愛します。）。 

そのうえで、実務において見解や取扱いの分かれている次の三つの課題について、課税と徴収の両方の立場か

ら少し掘り下げて解説を試みたいと考えています（このため講師の私見が含まれます。）。これらの課題は、実務

において遭遇した場合には、地方団体として必ず何らかの判断（対応）をしなければならないものです。棚上げ

することや避けて通ることができないのです。 
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１ 「相続人代表者指定届書」の使用と代表者宛ての納税通知書の交付をめぐる問題 

２ 賦課期日と相続放棄や遺産分割協議の遡及効との関係をめぐる問題 

３ 熟慮期間中における相続債務である租税の納付とその後の放棄の可否及び放棄した 

場合の還付（返還）の要否をめぐる問題 

 

 

１０月９日（金） 

午前の部 講義 書類の送達・公示送達 

基本的には条文に沿って解説をします。その過程において、郵便（信書便も含む。）による送達の場合の送

達の推定規定や、出会送達や補充送達等の例外的な交付送達を取り上げ、その制度の趣旨や実務上の問

題点等について解説します。 

例えば、郵便による送達の推定と発付記録の作成は、この制度が創設された歴史的な背景を知らないと理

解することができませんし、適切な実務対応をすることもできません。補充送達については、今日の社会状況下に

おいて、本人のプライバシーとの関係も検討する必要があります。また、外国に納税通知書等行政処分に関する

通知書を郵送することの問題点、外国に郵便により送達した場合の送達の推定規定の適用の可否等について

も考えてみたいと思います。 

公示送達についは、市販の参考書ではあまり解説されない事項を取り上げます。例えば、実地調査の範囲や

程度をめぐる問題です。大量発付の納税通知書と申告税目の更正（又は決定）通知書や滞納処分関係の

書類とで、実地調査の範囲や程度は同じでなければならないのか否かなどです。 

また、公示送達のデジタル化が図られましたが、そもそも、掲示場に公示送達書を掲示する目的は何なのか、

租税の公示送達は誰のための制度なのかなど、租税の公示送達制度の根本に関する問題を、他の法律の公

示送達制度と比較しながら、参加者の皆様とともに、少し深堀りをして考えてみたいと思います。 

 

午後の部 グループ討議・情報交換 

 討議テーマは各グループごとに自主的に決めていただいて結構です。特になければ、次のような問題について検

討していただきます。 

〇過疎化、少子高齢化に基因する徴収上の問題とその対応について 

例えば、共有者多数の不動産に係る固定資産税（連帯納税義務）の賦課徴収、判断能力の低下した納

税者に対する書類の送達、停止と居住用不動産の保有の可否などをめぐる問題等です。 

 

 


